
単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

（補正前の額） 

説            明 

【企画調整課】 

 

公共用地先行取得事

業資金貸付事業費 

 

 

    △ 1,187,189 

(7,286,499） 

 

 

諸 △ 1,187,189 

 

 

 

 １ 公共用地先行取得事業資金貸付金            △ 1,187,189 

   滋賀県土地開発公社が行う公共用地の先行取得等に関する業務

に必要な資金を貸し付ける。 

 

   7,286,499 → 6,099,310  

   事業実績に応じた減額 

 

広域行政推進費 

 

△   46,466 

  （222,198） 

 

 

○一   △    46,466 

 

 １ 関西広域連合負担金               △ 46,208 

   関西広域連合で実施する広域防災等７分野の事務などに係る経

費について、所要の負担金を支出する。 

 

   207,957 → 161,749 

   ドクターヘリ運航経費の減に伴う減額 

 

新駅問題支援対策費 

 

    △    25,192  

（134,077） 

 

 

財  △       204 

 

繰 △    24,909  

 

○一   △        79 

 

 

 

 

 

 

１ 東海道新幹線新駅地域振興支援交付金             △ 24,909 

   後継プランの実施に関する栗東市との合意に基づき、骨格道路

をはじめとする基盤整備等に係る同市への支援を行う。 

 

133,194 → 108,285 

事業実績に応じた減額 

 



単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

（補正前の額） 

説            明 

【県民活動生活課】 

 

文書管理費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   △    18,347 

        (114,676) 

 

 

○一  △    18,347 

 

 

 

 

 

 

１ 歴史公文書管理システム整備費          △ 15,268 

  滋賀県公文書等の管理に関する条例の規定に基づき、滋賀県立

公文書館に移管された特定歴史公文書等の保存、利用、他施設と

の連携等を図るため、同館における特定歴史公文書等の管理シス

テムを構築する。 

 

24,548 → 9,280 

    入札執行残等に伴う減額 

 

 

【エネルギー政策

課】 

 

エネルギー政策推進

費 

 

 

 

 

   

   △    13,941 

        (122,710) 

 

 

○一 △    13,941 

 

 

 

１ 省エネルギー推進加速化事業             △ 3,286 

   中小企業者等による省エネ・節電の取組を促進するため、専門家

による省エネ診断の実施や省エネ設備の整備に対して支援する。 

 

   36,838 → 33,552 

   補助金執行残等による減額 

 

 ２ 分散型エネルギーシステム導入加速化事業     △ 3,863 

   中小企業者等による再生可能エネルギー等の導入を促進するた

め、設備の導入に対して支援する。 

 

   14,186 → 10,323 

   補助金執行残等による減額 

 

３ エネルギー活用型地域活性化プロジェクト支援事業  △ 4,000 

地域の活性化や課題解決等に向けた地域内経済循環を促進する

ため、民間事業者等が行う再生可能エネルギーを活用したプロジ

ェクトの推進に資する再エネ設備の導入に対して支援する。 

 

   12,100 → 8,100 

   補助金執行残等による減額 

 

 

 

 



単位：千円  

事   業   名 補正予算額 

（補正前の額） 

説            明 

【人権施策推進課】 

 

地域総合センター等

事業推進費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    △    44,108 

        (437,127) 

 

 

国 △   26,146 

 

起    44,000 

 

○一  △    61,962 

 

 

１ 地域総合センター事業推進費             

地域総合センターを設置する市町に対して、その活動の充実と計

画的運営を促進するために運営費の補助を行う。 

また、市町が行う隣保館整備事業（創設、増築、改築、増改築、

大規模修繕）のうち、国庫補助対象となる事業に対して補助を行う。 

    

  (1) 地域総合センター運営費等補助金         △28,207 

    177,343 → 149,136 

    市町の事業費減に伴う減額 

  

  (2) 隣保館整備事業費補助金（補助対象：湖南市）     △16,930 

    149,039 → 132,109 

    事業費の精査に伴う減額 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


